１．指定自動車整備事業者管理規程

第１条（目的）
この規程は、道路運送車両法（以下「法」という。）第９４条の２に基づく指定自動車整備事業（以下「指定整備」という。）を運営するにあたり、法令を遵守し、適正かつ円滑な事業運営に万全を期することを目的とする。

第２条（定義）

この規程における字句の意味は、別段の定めのある他は法及び省令等（以下「規則等」という。）によるものとする。

また、この規程における指定自動車整備事業者、事業場管理責任者、主任技術者、自動車検査員とは次の者をいう。

役　　職

１．指定自動車整備事業者・・・（　　　　　　　　　　　　）
２．事業場管理責任者　　・・・（　　　　　　　　　　　　）
３．主任技術者　　　　　・・・工場長

４．自動車検査員　　　　・・・指定自動車整備事業者より法第９４条の４の規定に基づき選任された者をいう。

第３条　（組織）

　　　　第１条の目的を果たすため、事業場の組織を確立するとともに、別に定める「事業場管理組織図」により常に明確にするものとする。

第４条　（指定自動車整備事業者）

指定自動車整備事業者（以下「事業者」という。）は、事業運営に係わる総ての責任を負うものとする。

第５条　（適用の範囲）

　　　　この規程は、指定整備の運営に携わる総ての役員及び従業員に適用するものとする。

第６条　（業務）

　　　　業務は次の各号によるものとし、職務分掌は別に定める「職務分掌規程」によるものとする。

（１）事業場管理責任者は、当該事業場における経営等に関する職務と権限を委譲された者で、次の各号の責任を負う。

①事業計画の決定と執行に関すること。

②事業場全般に係る管理業務（指定自動車整備事業における保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合証の交付業務の管理を含む。）

③従業員に対する関係法令の教育に関すること。

事業場管理責任者の服務については、別に定める「事業場管理責任者服務規程」による。

（２）主任技術者は、当該事業場で実施される整備技術に関する統括責任者で、　次の各号の責務を負うとともに、事業場管理責任者の補佐をする。

①従業員に対する整備技術の教育に関すること。

②作業工程の管理及び作業能率の向上に関すること。

③設備機器の管理に関すること。

主任技術者の服務については、別に定める「主任技術者服務規程」による。

（３）自動車検査員は、指定整備車両について、保安基準に適合するかどうかの検査を行う。

自動車検査員の服務については、別に定める「自動車検査員服務規程」による。

第７条　（権限の委任）

事業者は、指定自動車整備事業業務取扱要領第２２条に定める手続きの委任事項のうち、保安基準適合証（標章）及び限定保安基準適合証の交付権限を当該事業場の事業場管理責任者に委任することができる。

第８条　（保安基準適合証（標章）及び限定保安基準適合証の交付、管理）

保安基準適合証（標章）及び限定保安基準適合証の交付、保管・管理等については、「保安基準適合証（標章）及び限定保安基準適合証交付規程」によるものとする。

第９条　（保安基準適合証（標章）及び限定保安基準適合証の交付代務）

事業場管理責任者（交付権限受任者）がやむをえない理由により保安基準適合証（標章）及び限定保安基準適合証の交付業務ができない場合は、当該事業場の主任技術者がこの任にあたるものとする。

この場合事業者は、あらかじめ主任技術者に保安基準適合証（標章）及び限定保安基準適合証交付業務に関する取扱いについて徹底を図るものとする。

第１０条　（任免）

事業場管理責任者、主任技術者、自動車検査員及び整備主任者の選任、辞任等は事業者が行うものとする。

第１１号　（作業管理）

　　　　作業管理は別に定める「作業工程管理機構図」により実施するものとし、作業が科学的及び能率的に処理され、完成品に恒常性を求めるよう努めるものとする。

第１２条　（検査業務）

　　　　自動車検査員は、完成検査の実施に際しては、別に定める「自動車検査員服務規程」を遵守すること。また、完成検査の結果、保安基準に適合しない箇所については、その再整備が完了後必ず再検査を実施すること。

第１３条　（再整備の防止対策）

主任技術者は、再整備の発生を防止するため、再整備発生状況を把握し、それに基づく再発防止のための指導教育を整備要員等に行い、点検、整備及び検査の作業精度の向上を図るものとする。

第１４条　（部品管理）

　　　　部品係は、在庫部品の整理保管を的確に行うものとする。

第１５条　（外注整備）

　　　　フロント係は、受入点検及び分解・中間点検の結果に基づき、外注伝票に、納期、修理事項、予算等を記入し、外注整備の発注を行うものとする。

また、外注完成品については、主任技術者、自動車検査員又は整備主任者のできばえ検査を受けるものとする。

第１６条　（作業指示）

作業指示は次の各号により実施するものとする。

（１）自動車検査員又は整備主任者は指定自動車整備事業規則（以下「指定規則」という）第6条（点検の基準）第1項各号に基づき受入点検を行い、整備内容等を指定整備記録簿に記載することにより、必要な作業指示を行う。

なお、自動車検査員が指定規則に基づき点検を行い、その結果保安基準に適合すると認めた部分については、当該部分に係る検査に影響を及ぼす整備がなされなかったときは、完成検査において保安基準に適合するものとする。

（２）主任技術者は整備係の整備進捗状況等を把握し、当該車両の整備担当者を定め工程管理を行う。

（３）整備担当者は追加作業又は作業内容の変更が必要と認めた場合は、直ちに主任技術者に申し出て、その指示を受けること。

（４）主任技術者は前号の申し出があった場合には、速やかにフロント係と連携し、依頼者に確認を行った後、整備担当者に指示し、整備を実施すること。

第１７条　（作業精度の向上）

　　　　自動車検査員は、完成検査の結果に基づき、整備要員等に対し必要な教育指導を行い、作業精度の向上に努めるものとする。

第１８条　（できばえ管理）

主任技術者は、自動車検査員が実施する完成検査結果を把握し、常に整備完了車（完了品）のできばえ及び整備技術の向上に努めるものとする。

第１９条　（機械工具の保守管理）

事業場管理責任者は、別に定める「自動車検査用機械器具保守管理規程」及び「整備用機械器具管理規程」に基づき自動車検査用機械器具の統括管理を行うものとする。

第２０条　（自主点検）

　　　　事業者は、当該事業場の管理・運営の実態を把握するため、必要に応じ、別に定める「指定自動車整備事業自主点検規程」に基づき自主点検を行うものとする。

第２１条　（苦情処理）

　　　　事業者は、顧客等より苦情を受けた場合は、別に定める「苦情処理規程」に基づき適切に処理するものとする。

第２２条　（教育）

　　　　事業場管理責任者は、整備要員等の教育の実施について、別に定める「教育規程」に基づき毎年度末に次年度の「年間教育実施計画」を定め、実施結果については「教育・会議録」を備え、実施内容を記録しておくものとする。

第２３条　（研修・講習の受講）

　　　　事業場管理責任者、自動車検査員及び整備主任者は、関東運輸局長の行う研修又は講習を必ず受講しなければならない。

附　則　　この規程の実施は、平成　　年　　月　　日からとする。

附　則　　この規程の改定の実施は、平成　　年　　月　　日からとする。

